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【論文内容の要旨】

 本論文は、明治維新後に創出された府県が明治期においていかなる変貌を遂げ、いかに成長していったのかを、

地方制度、および地方名望家を軸とした地方政治の二側面から追究しようとしたものである。序章、第一部（全

４章）、第二部（全３章）、終章から成り、分量は 400字詰原稿用紙に換算して約 710枚にのぼる。

 序章「地方制度と名望家研究の動向と課題」では、地方制度と名望家のそれぞれについての研究史を整理し、

課題をあげている。前者については、郡制制定の固有性への着目の必要性、府県制郡制および市制町村制の改正

過程、郡制廃止問題、常置委員会・参事会の位置づけに対する検討の重要性を指摘し、後者については、地域に

おける企業勃興と地方利益政治成立との関係、および地方利益誘導が地域政治のあり方にもたらしたものの検討

の重要性を指摘している。

第一部「地方制度の形成と展開」のうち第一章「連合町村会の展開と郡制の成立」では、全郡連合町村会の成

立過程とその組織・機能の実態を明らかにした上で、全郡連合町村会をはじめとする連合町村会の簇生が、明治

23年（1890）に制定された郡制において郡を自治団体とした根拠となったと述べるとともに、郡制未施行府県に

おいて郡会に代わって成立した全町村組合の実態を明らかにしている。

 第二章「府県制郡制改正をめぐる政党と官僚」は、1890 年に公布された府県制郡制の改正（1899 年）につい

ての従来の研究が、改正府県制郡制の立法過程を検討することなく行われてきたという認識のもと、立法過程を

政党と内務官僚のそれぞれの関わり方に留意しつつ明らかにするとともに、改正案作成中に浮上した郡制廃止構

想の顛末も明らかにしたものである。

 第三章「市制町村制改正案の形成過程」は、1888 年に公布され、1911 年に全面改正された市制町村制の改正

問題を取り上げたもので、第二次伊藤内閣期（1892～96年）から第一次大隈内閣期（1898年）における改正作

業の具体的内容を明らかにするとともに、第一次大隈内閣内務省案がその後の第一次西園寺内閣案（1906年）お

よび改正市町村制（1911年）につながるものであったことを論証している。

 第四章「明治中後期の知事と議会」では、府県制郡制公布後に内務省で行われた府県会・常置委員会・参事会

と知事の権限に関わる議論、および実際の京都府政運営におけるこれら各権限の相互関係の実態を明らかにし、



府県会開設以来の議事慣行や府県会議員・常置委員・参事会員の職務をめぐる慣例が、府県制公布以後において

も強い影響力を有していたこと、第二次伊藤内閣の井上馨内相時に、内務省が府県会・常置委員・参事会員に対

する統制を試みたものの失敗したことを明らかにしている。

 第二部「地方名望家と政党・地域振興」のうち第一章「初期議会期の政党」は、1890 年の第一回総選挙から

1894年の第四回総選挙後に至る期間における政党定着の経緯を、地方名望家の政党への組織化という側面に注目

しつつ、京都府の事例を中心に紹介したものである。

 第二章「丹後における神鞭派の形成と京都府政界」は、丹後の対外硬派の領袖であった神鞭知常の支持基盤形

成過程を検討したもので、鉄道会社および貿易会社の設立、土木協会の結成、衆議院議員の予選組織としての機

能を果たすことになる丹後倶楽部の発足などが支持基盤形成の要因となったことを明らかにしている。

 第三章「京都府における政党化の進展」は、1899年の府県会議員選挙で憲政党が勝利したことにより、同党が

地方政界で優位を固めたとする通説について、京都府を対象に再検討したもので、前章で明らかにした神鞭らに

よる地域ぐるみの地域振興策の破綻、京都財界の憲政党への接近、府県財政を通じた地方利益供与による憲政党・

立憲政友会の組織化の進行により、京都府における憲政党＝立憲政友会の覇権が成立したとしている。

 終章「日露戦後の地方名望家と地域社会」では、日露戦後への展望として、名望家の地域政治・地域社会にお

ける役割の低下について述べている。

【論文審査の結果の要旨】

 本論文は、明治 10年代から 30年代にかけての時期における地方制度・地方政治の動向を、制度的側面および

現実の地方政治のあり方という側面から描き出したものである。前者については、府県制郡制および市制町村制

の改正過程、常置委員会・参事会の位置づけをめぐる政府内の議論を法制史料の分析により明らかにし、後者に

ついては、京都府の行政史料、京都府下の各名望家文書、新聞等を博捜・駆使して明らかにした。この時期の地

方政治の全体像を、政府の地方制度構想、政党の動き、地方名望家の動向を相互に関連づけつつ、総合的かつ克

明に描き出した研究はこれまでになく、明治期地方政治研究としては特筆に値する成果である。

 本論文の個別の意義として第一にあげられるのは、政府内における地方制度のあり方に関わる議論や関係法令

の成立過程についての研究レベルを大きく引き上げたことである。とりわけ、従来看過されてきた府県制郡制改

正の立法過程を検討することにより、内務官僚と政党の対立関係から理解されがちであった府県制郡制改正の意

義を捉え直したこと、従来本格的な検討がなされていなかった常置委員会およびそれを引き継いだ参事会の権限

問題について、京都府の事例をもふまえつつ追究し、府県行政遂行にあたってそれらが果たした役割を位置づけ

直したことは評価できる。本論文によって、明治期地方自治制における「官治的性格」を自明のこととすべきで

ないことが明確になったといえる。

第二に、郡を正面から取り上げ、その自治団体としての性格を全郡連合町村会との関わりという側面から明ら

かにしたことがあげられる。本論文により、今後、明治期地方制度における郡の評価が変わることになるだろう。

 第三に、第一回総選挙（1890 年）から第七回総選挙（1902 年）にかけての時期の地方における政党定着の経

緯を具体的に描き出したことをあげることができる。本論文では丹後の事例を取り上げたが、とりわけ神鞭派の

消長の背景・要因の分析は説得的であり、地方政治分析の方法論を示したという点でも評価できるものである。

 以上のように、本論文は明治期地方制度・地方政治研究を大きく前進させる成果であることは間違いない。も

っとも、叙述がやや単調であるなど、本論文にも問題点がないわけではない。しかし、本論文の価値に較べれば、

それは小さなものというべきである。よって、本論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。


